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令和５年度３月補正 

 

 

 
令和６年能登半島地震、雪害を踏まえた資機材の確保等 

１ 事 業 費   ２４，３４７（ 15,307 → 39,654 ） 
           【財源内訳】     【主な使途】 

国庫   20,929   需用費    13,080 
一般財源  3,418     使用料及び賃借料   9,537 

２ 背景・事業目的 
令和６年１月に発生した能登半島地震を踏まえ、緊急消防援助隊を支

援するため、備蓄食料の確保などを行う。また、県内での冬期の災害発
生を想定し、避難所の暖房器具等を確保する。 

３ 事 業 概 要 

（１）緊急消防援助隊の派遣の支援（20,929 千円） 
能登半島地震への派遣実績を踏まえ、緊急消防援助隊が被災地で

活動するために必要な備蓄食料や簡易トイレ等を配備するととも
に、隊員を輸送するためのバスの借上げ料を確保する。 

新（２）冬期の災害発生を想定した備蓄資材の確保（3,418 千円） 
ライフラインの途絶に備え、避難所において停電時も使用可能な

石油ストーブや毛布など防寒用資機材を確保する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所 属 危機管理部防災課 危機管理部消防課 

係 名 防災企画係 内線 2839 消防係 内線 2882 

（款）２総務費（項）６防災費（目）(2)消防指導費 

（明細書事業名）○一般指導費 

一般指導諸費 

（款）２総務費（項）６防災費（目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

         防災対策費 
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令和５年度３月補正 

 

 

 
 

 
 
 

新 「令和６年能登半島地震」に係る被災地の支援 

１ 事 業 費   ５６，８１７（ 0 → 56,817 ） 
           【財源内訳】     【主な使途】 

国庫    8,285   委託料  19,784 
一般財源 48,532     負担金 16,571 
           旅 費 10,476 

２ 背景・事業目的 
令和６年１月に発生した「能登半島地震」の被災地を支援するため、 

医療救護や要介護高齢者の受入れなど現地のニーズに即した取組みを行う。 

３ 事 業 概 要 

（１）ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）等の派遣（16,571 千円） 
ＤＭＡＴやＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）を派遣した医療機 

関に対して活動経費を負担する。 

（２）ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）等の派遣（18,437 千円） 
被災地における保健衛生対策を支援するため、医師や保健師等で構 

成するＤＨＥＡＴを派遣するとともに、被災者の健康相談等の健康管 
理業務を行うため、保健師や管理栄養士等を派遣する。 

（３）要介護高齢者等の広域搬送・受入れ（21,809 千円） 
岐阜県内の高齢者施設等において、被災した要介護高齢者等の受入 

れを行う。 
 

所 属 健康福祉部健康福祉政策課 健康福祉部医療整備課 

係 名 管理調整係 内線 3214 医療整備係 内線 3237 

所 属 健康福祉部保健医療課 

係 名  精神保健福祉係／健康増進係 内線 3313／3317 

所 属 健康福祉部高齢福祉課 健康福祉部障害福祉課 

係 名 事業者指導係 内線 3468 事業所指導係 内線 3490 

（款）３民生費（項）１社会福祉費 

（目）(4)障害者福祉費 

（明細書事業名）○障害者自立支援費 

障害者自立支援費 

（款）４衛生費（項）１医務費（目）(2)医務費 

（明細書事業名）○衛生教育費 

衛生教育推進費 

（款）３民生費（項）１社会福祉費 

（目）(7)老人福祉費 

（明細書事業名）○介護事業者指導費 

介護ｻｰﾋﾞｽ適正指導事業費 

（款）４衛生費（項）１医務費（目）(3)健康増進対策費 

（明細書事業名）○健康づくり推進費 

地域保健対策費 

 

（款）４衛生費（項）１医務費（目）(4)医療整備対策費 

（明細書事業名）○災害医療対策費 

災害医療救護対策費 

 

（款）４衛生費（項）４保健予防費（目）(4)精神保健費 

（明細書事業名）○精神障害者保護費 

精神障害者保護対策費 
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令和５年度３月補正 

 

 
 

新 介護・障がい福祉職員の処遇改善支援 
 
 
１ 事 業 費   ７７９，９２８（ 0 → 779,928 ） 
           【財源内訳】   【主な使途】 

国庫 779,928  補助金  506,000 
交付金 175,284 

 

２ 背景・事業目的 
介護・障がい福祉分野での賃上げが低水準であることから、必要な介 

護・障がい福祉職員を確保するため、更なる処遇改善を行う必要がある。 
このため、賃上げを実施するための経費を支援することにより、人材 

確保・定着を図る。    

 
３ 事 業 概 要 

介護・障がい福祉職員処遇改善への支援（779,928 千円） 
介護・障がい福祉サービス事業所等に勤務する介護・障がい福祉職員 

を対象とした賃上げを実施するための経費を支援する。 
［支 援 額］１人当たり月額平均 6,000 円の賃上げに相当する額 
［対象期間］令和６年２月から５月まで(※) 
 

所 属 健康福祉部高齢福祉課 健康福祉部障害福祉課 

係 名 事業者指導係 内線 3468 事業所指導係 内線 3490 

（款）３民生費 （項）１社会福祉費 

（目）(7)老人福祉費 

（明細書事業名）○介護事業者指導費 

介護サービス適正指導事業費 

（款）３民生費 （項）１社会福祉費 

（目）(4)障害者福祉費 

（明細書事業名）○障害者自立支援費 

障害者自立支援費 

（款）３民生費 （項）３児童福祉費 

（目）(2)児童保護費 

（明細書事業名）○児童保護措置費 
児童保護措置費 

 

※６月以降は、令和６年度介護報酬、障害福祉サービス等報酬改定により対応 
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令和５年度３月補正 

 

 
 

畜産研究所養豚養鶏研究部の再編整備 
 
 
１ 事 業 費   ２，３３９，１０６（ 385,804 → 2,724,910 ） 
            【財源内訳】       【主な使途】 

            国庫     764,062     工事請負費   2,285,215 
県債   1,343,400     備品購入費     37,624 
一般財源 231,644     委託料       13,001 
 

２ 背景・事業目的 
老朽化が著しい養豚養鶏研究部（美濃加茂市）と養豚養鶏研究部関試

験地（関市）を統合再編し、研究体制や防疫体制を強化した施設の整備
を進める。 

最終年度となる令和６年度は、県オリジナル種畜・飼養技術の開発を
加速化する大規模豚舎等の施設整備を実施する。 

 
３ 事 業 概 要 

大規模豚舎及び鶏関連施設の整備 (2,339,106 千円)  
豚熱で失った県有種豚「ボーノブラウン」の再造成や改良等を万全な

防疫体制のもとで行うため、バイオセキュリティー機能を有する大規模
豚舎や鶏関連施設を整備する。 

 
 

 

 

卸売市場の再

整備支援 

 

 

所 属 農政部農政課 

係 名 農業研究推進係 内線 4025 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）（2）農業振興費 

（明細書事業名）○事業名 総合農政推進費 

細事業名 農政推進諸費 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）（2）農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

農政推進諸費 
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環境
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畜産研究所再編整備スケジュール
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鶏現場事務所等
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大規模豚舎小規模一貫豚舎

鶏舎

実施設計

建築工事

大規模豚舎

鶏現場事務所等
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令和５年度３月補正      

 

 
 

活力ある水産業のための内水面振興施設整備 
 
 
１ 事 業 費   ２８４，７７０（ 17,710 → 302,480 ） 
            【財源内訳】       【主な使途】 

            国庫    105,117   工事請負費  275,943 
県債      152,700   委託料        6,079 
一般財源   26,953   備品購入費    1,114 

  
２ 背景・事業目的 

県水産業振興計画で掲げる適材適所の鮎種苗の放流による釣れる漁場
づくりや観光現場のニーズに沿ったおもてなし水産物の開発を着実に実
行するため、内水面振興施設（魚苗センター、水産研究所）の整備等を
推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）鮎種苗生産施設の計画的改修 (212,876 千円) 
 県内鮎資源の維持・増殖、さらには釣れる漁場づくりのため、県
内漁業協同組合に対して各漁場に適した放流種苗を安定供給できる
ように、魚苗センター美濃事業所コンクリート水槽の防水塗装等を
行い、種苗生産能力の維持を図る。 

新（２）水産研究所研究施設の再編整備 (71,894 千円) 

 ダム上流の冷水域漁場の特性に合う放流鮎や飛騨地域を訪れる観
光客をもてなす「おもてなし水産物」の開発研究を行うため、水産
研究所下呂支所に必要となる試験研究施設を整備する。 

 

所 属 農政部農政課 農政部里川振興課 

係 名 農業研究推進係 内線 4025 漁業振興係 内線 4213 

（款）６農林水産業費 （項）３水産業費 （目）(2)水産業振興費 

（明細書事業名）○内水面振興対策費 内水面振興対策費 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○農業技術振興費 農業技術開発推進費 
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令和５年度３月補正 

 

卸売市場の再整備支援 

１ 事 業 費  １９４，１７０ （ 19,254 → 213,424 ） 

        【財源内訳】     【主な使途】 

         国庫 194,170      補助金 194,170  

 

２ 背景・事業目的 

     老朽化が進み、運用効率が低下している卸売市場が、今後も生鮮食料

品等の安定供給の要として役割を果たすことができるよう、品質管理や

衛生管理など機能向上を図るための施設整備を支援する。 

 

３ 事 業 概 要 

卸売市場の食料安定供給機能の強化（194,170 千円） 

老朽化した卸売市場を対象に、衛生管理機能の向上と業務需要に対応 
した施設の再整備を支援する。   
［補助対象者：卸売市場開設者、補助率：1/3 以内］ 

 

  

 

所 属 農政部農産物流通課 

係 名 流通企画係 内線 4062 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

食品流通改善対策費 
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令和５年度３月補正 
 

 
 

農業用施設への災害復旧支援 
 
 

１ 事 業 費   ７，８４５ （ 0 → 7,845 ） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 7,845   補助金 7,845      
 
２ 背景・事業目的 

令和５年 11月 18 日から 19日の降雪により、局地的に農業用ハウス等
が倒壊する被害が発生したため、被災した農業者の早期の営農再開を図
るための復旧支援を行う。 

 
３ 事 業 概 要 

農業用ハウス等の災害復旧（7,845 千円） 

雪害により被災した農業者を対象に、農業用ハウスの再建等に要する 
経費を助成する。 
［補助対象者：市町村（助成対象：農業者）、補助率：3/10 以内］ 

   
 

 

所 属 農政部農業経営課 

係 名 経営体強化育成係 内線 4088 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(13)農村教育推進費 

（明細書事業名）○農業後継者育成対策費  

新規就農・就業サポート事業費 


